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Abstract 

Characteristics and problems of two-year course for nursing education curriculum in Aomori 

Prefecture were analyzed with the objective of revealing their roles and issues by interviewing a group 

of full-time teachers and reviewing the school regulations of five nursing schools in Aomori. Of these 

five schools located in five different cities, three are run by municipalities, one by the regional medical 

association, and one by a hospital. Four of the five schools offer night classes, one offers a full-time 

program, and none are technical schools. The schools were established between 1966 and 1972. Since 
that time, the capacity for each grade level has remained unchanged for one school, decreased for 

another, and increased for the other three, with a total number of 190 students enrolled in each grade 

level at the five schools in 2006. The main objective for establishing these schools was to set up 

advanced nursing programs for junior nurses in order to enhance the level of regional medicine. 

Moreover, the regional medical association had also requested that such schools be established. The 

educational curriculum abides by specific rules and more than two-thirds of the students graduating 

from these schools are employed locally. More than 40 years have passed since these schools were 

established and while teachers are experiencing some difficulty in education due to the diverse 

backgrounds of students in recent years, schools providing a two-year nursing education curriculum 

will remain necessary as long as the junior nurse system exists. 

(J. Aomori Univ. Health Welf. 8 (1): 105 —114 , 2007)
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我々は先に県内全看護教育機関の史(資)料 所蔵状況を

調査 した2)。

　本稿では、近年の全国的な看護学校の変化の中で、青

森県の2年 課程が高い設置率 を維持 し改廃の変化 も少な

く推移 している状況に着 目し、今後の看護教育に資する

意義があると考え、設立 とその後の経緯から、その特質

と課題 ・将来展望 を探ることに した。

　 【用語の解説】「2年 課程」 とは、保健師助産師看護師

法(以 下保助看法)及 び保健師助産師看護獅 学校養成所

指定規則(以 下指定規則)に よる看護師養成所で、看護

師国家試験受験資格要件を備えるために厚生労働大臣の

指定が必要である。1957年 全 日制、1962年 定時制、2004

年通信制が制度化 された。「2年 課程」の名称は指定規則

に定め られたものであ り、准看護師から看護師へ移行す

るための教育機関で2年 以上の修業年限が規定された課

程の意味である。通称、進学コースといわれる。「3年課

程」とは同法 ・規則により、高卒後3年 以上の修業年限

が規定 された看護師養成教育の課程 をいう。

I.は じめに

　青森県内看護教育機関は現在、看護師養成3年 課程(以

下3年 課程)6校 、看護師養成2年 課程(以 下2年 課程)

6校 、看護師5年 一貫教育(以 下5年 一貫教育)2校 、

准看護師養成所(以 下准看養成所)6校 、保健師養成3

校、助産師養成2校 の計25校 である1)。3年 課程の内訳

は大学3校 と短期大学1校 、専修学校2校 である。大学・

短期大学数は全国平均(一 都道府県当 り)と 同数である

が、専修学校数は全国平均15校 に比較 し2校 と非常に少

ない。准看養成所はこれまで18校 　 (高等学校衛生看護科

含む)、2年 課程は8校 開設 された(表1)。 現在 は前述

の通 り、減少傾向であるが全国平均並みの数で推移 して

いる。

　近年、看護学校の改廃が進んでお り、大学が増 える反

面、専修学校が廃止、高等学校衛生看護科(以 下高校衛

看)が 廃止または5年 一貫教育へ改組する等、学校数や

課程の種類が変化 している。この状況の中で看護教育史

的価値のある史料が消滅、入手困難になる恐れがあ り、

表1.青 森県内看護教育機関の開設年別学校数

丸印1個 が1校 を示す。但し、●廃止校　◎現存校

保健師助産師准看護師看護師

5年 一貫

看護師

2年課程

看護師

3年課程

学校別

西暦年

1949

1950

1951

1952

1953

1955

1957

1959

1960

1962

1964

1966

1968

1969

1970

1972

1973

1975

1990

1999

2000

2002

2005

2006

44182812開設総数

326266現存校数

注1:保 健婦助産婦看護婦令による甲種種看護婦養成　注2:同 上乙種看護婦養成

注3:大 学　　注4:高 等学校衛生看護科　　 注5:2年 課程通信制
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　調査対象校は五所川原市立高等看護学院(以 下五所川

原高看)、 青森市立高等看護学院(以 下青森高看)、 弘前

市医師会付属高等看護学院(以 下弘前医師会高看)、八戸

市立高等看護学院(以 下八戸高看)、財団法人双仁会厚生

病院附属高等看護学院(以 下厚生高看)で ある。5校 は

県内5市 に分布 し、設置主体 は市立3校 、医師会 ・財団

法人各1校 で、設立年は1966、1967、1969(2校)、1972

年である。4校 が夜間定時制、1校 が全日制である。5

校 は厚生労働大臣指定の看護師養成所である。学生定員

は変更なし1校 、減少1校 、増加3校 で、現在の5校 の

学生入学定員は20、40(3校)、50、 合計190名 である。

インタビュー協力者は各校1～3名 、計10名 で平均在職

年数は13.4年 であった(表2)。

Ⅱ.研 究目的

青森県内2年 課程看護師養成所設立以降の経緯を分析

し特質と課題 ・展望を明らかにする。

表2　 インタビュー対象者の在職年数

在職年数教員養成機関

14

10

3

教員1

教員2

教員3

五所川原市立高等看護学院

3

13

教員1

教員2

青森市立高等看護学院

5教員1弘前市医師会付属高等看護学院

18

13

34

教員1

教員2

教員3

八戸市立高等看護学院

21教員1

Ⅲ.研 究方法

1.研 究デザイン:資 料収集と面接調査 による因子探索

　型記述研究

2.対 象 ・方法:2006年 現在の青森県内(以 下県内)2

　年課程の、開設1年 目の通信制 を除 く全 日制、定時制

　の全5校 を対象に学則 ・記念誌等の資料収集と各校1

　 -3名 の専任教員 に協力 を依 頼 しグループイ ンタ

　ビューを行った。調査の観 点は学校 開設 とその後の経

　緯(学 生や教育の動向、果たしてきた役割、今後の展望・

　課題等)で ある。資料は調査の観点に沿って整理 し、

　インタビューは同意を得て録音後逐語録 をつ くり、文

　脈ごとに分析 し調査の観点 ごとに集約 した。調査期間

　は2006年7月 ～9月 であった。

3.倫 理的配慮:研 究の性質上機関名を公表すること、

　資料提供とインタビューの対応者の匿名性確保、録音、

　公表等について対応者に文書 と口頭で説明 し文書で同

　意を得た。整理 したデータは各校へ送付 し文書で確認

　 した。青森県立保健大学倫理委員会の承認を得た。

財団法人双仁会厚生病院

附属高等看護学院
Ⅳ.結 果

1.調 査対象校およびインタビュー協力者

表3　 青森県内2年 課程看護師養成所の開設時の状況と経緯
2006年 調査

厚生病院附属高等看護
学院

八戸市立高等看護学院弘前市医師会付属高等看
護学院

青森市立高等看護学院五所川原市立高等看護学

院
名称

黒石市八戸市弘前市青森市五所川原市所在地

財団法人双仁会
　 厚生病院

八戸市弘前市医師会青森市五所川原市設置主体

1969.71968.91969.91972.41966.4設立年月

1969.71968.51969.71972.41966.2保助看養成所

指定年月
定時制(夜 間)全 日制定時制(夜 間)定時制(夜 間)定時制(夜 間)全 日制、定時制

3年2年3年3年3年修業年限

2050404040開設
時

2020255020現在

定員の変更なし1989年 ～50名1972年 ～30名

2000年 ～40名

2006年 ～ 社会人 枠6名

2000年 ～40名1969年 ～30名

1974年 ～40名

定員
の変
更時

期

入学

定員数

(名)

厚 生病院開設者 によ り

独 自に開設

八戸市医師会か ら八戸市へ

の設立要請

弘前市医師会が独 自に開

設

青森市医師会か ら青森市へ

の設立要請

青森県から五所川原市へ

の設立要請

開設 の 直接 的

ないきさつ

病 院開設者の地域 医療

にかける理念から、地域

医療に貢献す る看護 師

養成を 目的に、1966年

准 看護師養成 から開始
し、1969年2年 課程定

時制(夜 間)が 開設 され

た。

定員は20名 と少ないが

変更無 く今 日に至って
いる。

医師会の要請を受 けて1968

年全 日制の2年 課程開設。そ

の後、働きながら学ぶ学生の

ため、1970年 、定時制2年

課程(昼 間)が 同市立として

開設。1973年 同校 は定時制

(夜間)へ 変更。1983年2

校が統合再編 し市立高等看

護学院へ名称一本化。1部(全

日制)、　 2部(定 時制 ・夜間)

として再出発。1989年2部

(定 時制 ・夜間)は 学生募集

中止、1991年3月2部 は廃

止。同年4月 市立高等看護学

院(全 日制)の みとなり現在
に至る。その間、定員の増減

があったが、定時制の定員割

れが続いていた。

2年 課程設置の10年 位

前、弘前市医師会は1959

年4月 から准看護師を養

成 していた。その創立10

年 をもって 意義 を評 価

し、中卒入学者が減少 し

高卒入学者が増加、一方、

医療技術の発展、疾病構

造の変化等から看護の質

の向上 と准看護師 を指導

する主任、婦長 になるべ

き人材を養成す る必要性

があった。看護婦問題検

討委員会において協議を

重ね、2年 課程開校に至っ

た。

看護婦不足と医師会の強い

要請を背景とした、市の 「地

域 医療を担 う看護職人材の

確保」策 として開設。会計

上は設置当初青森市の一般

会計に位置づけられたが、

1975年8月 より青森市民病

院へ移管 となり、翌51年4

月からは病院事務会計へ移

行 された。定員が一時増加
したが現在は開設当初の定

員に戻っている。

2年 課程設置の10年 位

前、五所川原市立病院附

属准看護学院開設、近隣

の准看護学院、高等学校

衛生看護科卒業生を含 め

た准看護 師有資格者 の進

学 コースとして青森 県か

らの要請を受けて市が開

設 した。 定員の変更はあ

ったがその後、大きな変

更は無 く今 日に至ってい

る。

開設 お よ び変

遷の経緯
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2.学 校開設時の経緯　 (資料およびインタビューより)

　 5校 の属性 と開設時の状況は表3の 通 りである。学校

開設の直接的いきさつ ・経緯は、市立の青森高看 と八戸

高看は市医師会の要望を受けて市が設立、五所川原高看

は県の要請を受け市が開設 した。弘前医師会高看は市医

師会が独自に看護婦問題検討委員会 を設置、准看の資質

向上の必要か ら開設に至った。厚生高看 は財団法人理事

長の地域医療振興への理念により独自に開設された。5

校にはいずれ も2年 課程設置前から医師会や市立病院ま

た財団法人立病院の付属准看護学院があった。

3.学 生の動向－入学者の状況から卒業後の進路 まで(資

　料およびインタビューより)

　各校開設時の入学定員 と近年の入学者の状況、入学者

の背景は表4の 通 りである。

表4　 青森県内2年 課程看護師養成所の入学定員と入学者の背景の変化

近年の志願
状況

入学者の出

身背景

入学者の背

景の変化

五所川原市立高等看護学

院

約2倍 。 同市 にあ った高校

衛 生看 護科 が廃 止に なっ
たが 、入学者 の減 少 は避

け られ て いる。

県内 が一番 多い が、北 海

道 と秋 田県 出身者 も多

い。 平成17年 函館 に進 学
コー スがで きた ので、 北

海 道 出身者 は減少傾 向に

あ る。

最 近 は、准看護 学 院の生

徒 の学歴 が殆 ど高校 卒 な
の で、准 看護 師 と して の

臨床 経験 な しに2年 課 程に

進 学す る者 が 増 えてい る

(注1)。 また、社 会経

験や 他の 資格(保 育士、

介護 士、栄 養 士な ど)を

有す る人 もい る。男 子学
生 は、様 々な職歴 を持つ

人 が多 く、従 って年齢 の

高 い傾向 にあ る。 男子 学

生 は、入学者 の1/3程 度 の

こと もあ る。 以 前 は、ほ

とん どが働 き なが ら勉 強

す るとい う学生 ばか りだっ

たが 、今 は就 労 して いな

い学 生 もい る。

青森市立高等看護学院

約2倍

75%が 青森 市 医師会卒 業

生 で あ り、 その8割 が青

森 市 内、残 り2割 は青 森

近 郊。残 り15%は 県 内各

地(十 和 田、弘前 、八戸

な ど)の 准看 学校 出身

者。

入 学者 の半数 は、青 森市

医師会付 属准看 護学 院卒

業者 で ある。夜 間定 時制

な ので、1、2年 生 は勤務

しなが ら学業 を続 けてい

るが、3年 生 にな る と 日

中に臨地 実習 があ るた め

仕事 を辞 め る人 が多 い。
ま た、子 どものい る学生

もいる。 この よ うな状況

は設 立以来 あ ま り変 わ っ

てい ない。 最近 は、准 看

護 学 院の生 徒の 学歴 が殆
ど高校 卒 なので 、臨床 経

験 な しに2年 課 程へ 進学

す る者 もある。 また 、短

大卒 、大卒 も数名 い る。

男性 の入学 者は 、大体1

ク ラス10名 前後 い る。

弘前市医師会付属高等看

護学院

約2倍 で推移 した が、近

郊 にあ る高校衛 生看 護科

が5年 一貫 教育 へ変 更 し

て か ら1.7倍 程 度 にな っ

た。

ほとんどが弘前市内と近

郊地域の出身者が多い。

2年課程入学の理由は、

学力面あるいは経済的理
由で大学等に進学できな
かった学生が多い。以前

は、学力があっても家庭
の事情などで、働きなが
ら学べる准看護師養成か

ら2年課程に進む学生が
多く学ぶ意欲も高かった
が、現在は、向上心旺盛
な学生ばかりとは限らな
い。また基礎学力の低下
が懸念される学生もい

る。

八戸市立高等看護学院

2.5～3倍 で推 移 したが 、

衛 生看護 科廃 止 と ともに

2倍 程 度 になっ た。

ほ とん どが県 内。 市内 と

近 隣の 市に高校 衛生 看護

科2校 あ った頃 は、2校 か
らの進学 も少 な くなか っ

た。

2年 課程 入学 者の ほぼ

100%が 高校 卒以 上の学

歴 を持 ってい る(注2)。

平成18年 度 は5名 の 大卒

者が い る。 介護 福祉 士や

ケア マネー ジ ャーの資 格

を有す る男 子大 卒者 が准

看 学校 を経 て進 学 して く

る。 これ らの学 生は 、同

級 生 よ り年 長者 であ り、

家庭 を もち子 どもがい る

人 もお り、職 業選 択 ・目

的意識 もしっか りして い

る。今 日の就 職難 の状 況

が大卒者 の看 護学 校へ の

道 を拓 いて い る背 景が あ

る。

厚生病院付属高等看護学
院

約2倍 。 志願者 は減 少傾

向 にあ る。

近辺地 域 の病院 、診療 所

等 に勤務 してい る人 が多

い。

准 看護学 院 卒後 、臨床経

験 な しに2年 課 程へ進 学

して くる学 生 もい るが 、

近 年、他 の学 校 を卒業 し

た社 会人 入学 者が 増 えて

い る。理 由 は学費 が安

い 、資格 を持 ちた い等

で 、社会 経験 の ある人

は 、 目的 意識 が高 い。

注1:2年 課程入学条件は規定で准看護師として3年以上の臨床経験を有すること、但し、高校卒は臨床経験なく入学できる。

注2:2年 課程は准看からの進学課程のため准看の学歴が中学校卒業以上であることから2年課程学生に中卒があり得る。

　 1)入 学定員の変遷(資 料 とインタビューより):設 立

時の定員は、青森高看50名 、他の2市 立 と厚生高看は各

20名 、弘前医師会高看は25名 、合計135名 であった。その

後、厚生高看以外の4校 においては定員の増減があった。

現在の5校 の入学定員は20名 、40名3校 、50名、合計190

名、1校 平均38名 である。一時、全 日制と定時制の2課

程 を併設 していた八戸高看は、全 日制20名 でスター ト、

3年 後に定時制(昼 間)20名 の八戸第一高看が別に発足、

3年 経過後第一高看は定時制(夜 間)50名 に変更 し八戸

高看 と統合、1991年3月 定時制廃止 とな り全 日制のみで

定員50名 とな り現在に至っている。弘前医師会高看は25

名から30名 に増、更に40名 に増員 し、2006年 度から内6

名の社会人枠を設けている。入学者の出身地は県内が多

いが北海道道南や秋田、岩手の隣県か ら受験する学生も

いる。入試倍率は1.5～2.5倍 であるが、各校の受験 日が

異なるため、かけもち受験が多 く、授業料の高い学校 を

辞退する傾向にある。近年は各校 とも定員割れの傾向に

あ り、市立高看の中には行財政改革の一環 として存続が

検討されている学校 もある。

　 2)入 学者の背景の変化(イ ンタビューより):5校 と

も開設当初の入学者の学歴は、高校衛看卒業と中学校卒

業(以 下中卒)で 准看養成所へ進学 した者であったが、

近年はほぼ100%が 高校卒業者(以 下高卒)で ある。ま

た、最近の特徴 として、准看養成所へ短期大学や大学卒

業者(以 下短大卒、大卒)、および入学前に様々な職歴や

保育士 ・介護士 ・栄養士などの資格 を有する者、学力や

経済的に大学に入学できない ・就職先がないという理由

の者等が入学 し、これらが准看養成所卒業を経て2年 課

程へ入学するようになった。大卒者が定員の一割以上に

なっている学校 もある。男子学生 は定員の1/4～1/

3を 占めている。大卒者が看護学校へ入学する理由は学

費が安いこと、卒業後の給料が高いこと等である。また、
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入学時学歴がほぼ100%高 卒となり、准看養成所卒業後、

臨床経験 を経ないで2年 課程に進学する学生が大多数で

ある。以前は、病院で准看 として働 きながら2年 課程で

学ぶということが一般的であったが、現在 は、就労せず

に夜間定時制に学ぶとい う学生や病院以外の仕事でアル

バイ トをする学生もでてきた。一方、働 きなが ら学ぶ学

生の場合、その両立の悩みを抱 え、学力面で中退 ・留年

する学生 もいる。これは開設当初か らの傾向である。短

大 ・大卒お よび社会人入学者 に対する教員の見方は、年

齢的に も高いため准看資格取得により経済的基盤 をつ く

り、さらに働 きなが ら看護師免許取得 を目指す学生 を目

的意識が高 く、真面 目と捉えている。また教員は、2年

課程は学生の年齢幅が広 く学歴や生活背景、入学前の経

験 も多様であることから生 じる教育の難 しさを述べてい

た。具体例 として基礎学力不足で学業困難、文章力 ・思

考力の低下、カウンセリング等の支援の必要等があげら

れた。

　 3)卒 業後の進路(イ ンタビューより):卒 業後は看護

師として就職する者がほぼ100%で あり、助産師や保健師

への進学は稀 に1名 程度である。卒業後は地元に残る者

が多いが、その割合は学校によって若干異なる。就職先

は実習病院や設置主体関連の病院、診療所等である。青

森高看の場合、県内80%、 県外20%で 、県外に就職する

割合は他校 より多いが県外へ出た者 は半分位Uタ ー ンし

て くる。弘前医師会高看の場合、100%近 くが市内の病院

や診療所に就職する。

4.教 育の状況(資 料 より)

　各校における現行カリキュラムの授業科 目と単位数は

表5の 通 りである。5校 とも指定規則の科 目と総62単 位

を充足 しているが、総単位数の範囲は62～71単 位であっ

た。指定規則に定められた教育内容毎に見ると、「基礎分

野」7単 位の規定に対 して、7～11単 位、。内訳は 「科学

的思考の基盤」2～5単 位、「人間と人間生活の理解」3

～6単 位であ り、各校で幅があった。基礎分野11単 位の

弘前医師会高看は、「科学的思考の基盤」5単 位、「人間

と人間生活の理解」6単 位であり、5校 中最 も多かった。

次に 「専門基礎分野」14単 位の規定に対 して、五所川原

高看が19単 位、厚生高看が15単 位、他の3校 は14単位で

あった。

　 「専門分野」の基礎看護学 ・在宅看護論 ・成人 ・老年 ・

小児 ・母性 ・精神看護学の7科 目25単位に対 しては各校

とも25～26単 位で差がなかった。「臨地実習」16単位 につ

いては5校 とも同一で指定規則通 りであった。

5.2年 課程が果た してきた役割と今後の課題・展望(イ

　 ンタビューより)

　 1)果 たしてきた役割:2年 課程卒業生の進路は8割

が県内に看護師として就職 し定着 してお り、2年 課程 は

看護人材 を輩出し青森県内の地域医療に大 きな役割 を果

たしてきた。

　 2)今 後の課題:① 入学者背景の多様化による教育の

難 しさが増 している。学歴(中 卒から大卒まで)、社会経

験(他 の資格や就労経験)、入学動機(看 護職志向より経

済性 ・安定性)、 年齢幅等、教員は学生のレディネス ・到

達 目標 ・教育内容等の悩みをもっている。②夜間定時制

のため(5校 中4校)、 日中働 き夜学ぶ両立に伴 う学習不

足から学力低下 ・学業困難となり留年 ・中退が多い。こ

れは開設時からの課題だが近年、学生背景の多様化が更

に進み、困難さを増 している。③臨床経験が無い学生が

増 え卒業時の看護実践能力が開設当初 に比べ低下 してい

る。④5校 とも専修学校でないため2年 課程卒業が大学

編入や大学院進学につながらない。⑤他校とのかけ もち

受験が可能なため入学試験倍率は1.5～2.5倍 だが定員確

保が次第に難 しくなっている。

　 3)2年 課程の展望:准 看養成が存続する限 り、その

受け皿 となる2年 課程は必要視 されている。准看養成に

ついては地域の医療機関や医師会の要望が根強い。 しか

し地方 自治体の行財政改革のため存続が検討中の学校 も

あ り、将来の見通 しは不透明である。

Ⅴ.考 　察

1.2年 課程開設の経緯について

　わが国は戦後の復興、経済成長を経て医療保障制度が

整備 され、国民の医療需要が増大 し医療施設、医療従事

者の需要が増大 した。更に社会保険診療報酬制度の基準

看護実施に伴 う看護要員配置数の増加、看護職 員の夜勤

等労働条件是正策 も加わり看護師需要が増え、看護師不

足の解消策 として1951年 准看制度ができた。准看免許保

持者の増加につれ、その資質向上のために2年 課程が設

置された。1972年、2年 課程数が3年 課程を上回 り逆転、

1980年 に2年 課程はピークの約460校 に達 した4)。青森県

でも准看制度発足 と同時に准看養成所開設が始まり、県

内の地域医療は准看 によって支えられていた と考えられ

る。その後2年 課程が7校 誕生、内2校 は後に廃止 され

た。

　県内2年 課程の設置主体は市立3校 、医師会付属1校 、

財団法人病院付属1校 であるが、開設の経緯は医師会の

要望に応 じ市が開設(2校)、 医師会が独自に開設(1校)、

県の要請を受け市が開設(1校)、 財団法人が独 自に開設

(1校)で あった。1991年 の全国的調査報告5)に よれば、

2年 課程の設置主体は都道府県が最多22%、 次いで医師

会19.7%と なっている。青森県の場合、医師会が設置主

体 または設置を要望 した経緯が5校 中3校 であった。ち

なみに同報告による3年 課程の設置主体は国21%、 都道

府県20%、 医師会1%で あ り、この比率から2年 課程設
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表5　 青森 県内2年 課程 看護 師養成 所の授業科 目と単位数(現 行)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2006年調査
青森県内2年 課程看護師養成所の授業科 目と　(単位数)指定規則(別 表3・2)

厚生病院付属高等看護

学院

八戸市立高等看護学院弘前市医師会付属高等

看護学院

青森市立高等看護学院五所川原市立高等看護学院単 位

数

授業内容

基礎 分野(9)

科学的思考の基盤(5)

　統計学(1)

　看護 物理学(1)

　文学(1)

　生物 学(1)

　教育学(1)

人間 と人間生活の理解(4)

　家族 社会学(1)

　人間関係論(1)

　外 国語(英 語)(1)

　保健 体育(1)

基礎分野(7)

科学的思考の基盤(2)

　物理学(1)

　情報処理法(1)

人間と人間生活の理解(5)

　社会学(1)

　教育学(1)

　人間関係論(1)

　外国語(2)

基礎分野(10)

化学(1)

生物(1)

論理的思考(1)

統計学(1)

心理学(1)

社会学(1)

教育学(1)

文学(1)

英語(1)

保健体育(1)

基礎分瞬(7)

科学的思考の基盤(4)

　心理学(1)

　哲学(1)

　情報科学(1)

　生活科学(1)

人間と入間生活の理解

(3)

　英語(1)

　社会学(1)

　保健体育(1)

基礎分野(11)(360時 間)

　科学的思考の基盤(5)

　情報科学(1)

　心理学(1)

　哲学(1)

　統計学(1)

　文学(1)

人間と人間生活の理解(6)

　保健体育(1)

　英会話(臨 床英語)(2)

　教育学(1)

　社会学(1)

　文化人類学(1)

7基礎分野

科学的思考の基

盤

人間と人間生活

の理解

専門基礎分野(15)

人体の構造と機能(4)

　解剖生理学(2)

　生化学(1)

　栄養学(1)

疾病の成 り立ちと回復の

促進(7)

　病理学(5)

　微生物学(1)

　薬理学(1)

社会保障制度 と生活者の

健康(4)

　公衆衛生学(1)

　社会福祉(2)

　関係法規(1)

専門基礎分野(14)

人体の構造と機能(4)

　解剖生理学(2)

　生化学(栄 養学含)(2)

疾病の成 り立ちと回復の促

進(6)

　薬理学(1)

　微生物学(1)

　病理学Ⅰ(2)

　病理学Ⅱ(2)

社会保障制度 と生活者の健

康(4)

　総合医療論Ⅰ(1)

　総合医療論Ⅱ(1)

　総合医療論Ⅲ(1)

　関係法規(1)

専門基礎分野(14)

人体季薄造(4)

　 解剖学(1)

　 生理学(1)

　 代謝栄養学(1)

　 薬理学(1)

疾病の成 り立ち と回復(6)

　 微生物学(1)

　 病理 学Ⅰ ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ

　 　　　　　　　　 各(1)

社 会保 障制度 と生活者 の

健 康(4)

　保 健医療論(1)

　 公衆衛生学(1)

　 社会福祉(1)

　 関係法規(1)

専門基礎分野(14)

人体の構造 と機能(4)

　解剖生理学(2)

　生化学(2)

疾病の成 り立ちと回復の

促進(6)

　病理学Ⅰ(1)

　病理学Ⅱ(3)

　微生物学(1)

　薬理学(1)

社会保障制度 と生活者の

健康(4)

　公衆衛生学(1)

　社会福祉(2)

　関係法規(1)

専 門基礎 分野(19)

人体 の構 造 と機能 ・疾病 の成

り立ちと回復の促進(14)

　解剖 生理 ・病態学(10)

　生化 学(1)

　薬理 学(1)

　感染 ・免 疫学(1)

　病理 学(1)

社会保障制度と生活者の健康

(5)

　保健医療論(1)

　公衆衛生学(1)

　社会福祉(2)

　関係法規(1)

10

4

専門基礎分野

人体の構造 と機

能

疾病の成 り立ち

と回復

社会保障制度 と

生活者

専門分野(25)

基礎看護学(7)

　看護学概論(1)

　基礎看護技術(4)

　臨床看護総論(2)

在宅看護論(3)

　在宅看護概論(1)

　在宅看護方法論(2)

成人看護学(3)

(1)成人看護概論

成人保健

成人臨床看護

老年看護学(3)

(1)老年看護概論

老年保健

(2)老年臨床看護

小児看護学(3)

(1)小児看護概論

小児保健

小児臨床看護(2)

(1)

母性看護学(3)

　母性看護概論

　母性保健

母性臨床看護

精神看護学(3)

　精神看護概論(1)

　精神保健(1)

　精神臨床看護(1)

臨地実習(16)

　基礎看護学(3)

　在宅看護論(2)

　成人看護学(3)

　老年看護学(2)

　小児看護学(2)

　母性看護学(2)

　精神看護学(2)

専門分野(26)

基礎看護学(7)

　看護学概論(2)

　看護の方法Ⅰ～Ⅳ(2)

　健康障害別援助技術(2)

　看護研究の基礎(1)

在宅看護論(3)

　在宅看護概論(1)

　在宅看護の方法(2)

成人看護学(4)

　成人看護概論(1)

　成人看護の方法Ⅰ(1)

　成人看護の方法Ⅱ(2)

老年看護学(3)

　老年看護概論(1)

　老年看護の方法Ⅰ(1)

　老年看護の方法Ⅱ(1)

小児看護学(3)

　小児看護概論(1)

　小児看護の方法Ⅰ(1)

　小児看護の方法Ⅱ(1)

母性看護学(3)

　母性看護学概論(1)

　母性看護の方法Ⅰ(1)

　母性看護の方法Ⅱ(1)

精神看護学(3)

　精神看護概論(1)

　精神看護の方法Ⅰ(1)

　精神看護の方法Ⅱ(1)

臨地実習(16)

　基礎看護学(3)

　在宅看護論(2)

　成人看護学(3)

　老年看護学(2)

　小児看護学(2)

　母性看護学(2)

　精神看護学(2)

専門分野(27)

基礎看護学(8)

　看護学概論Ⅰ(1)

　看護学概論Ⅱ(1)

　基礎看護援助論Ⅰ(2)

　基礎看護援助論Ⅱ(2)

　基礎看護援助論Ⅲ(1)

　基礎看護援助論Ⅳ(1)

在宅看護論(3)

　在宅看護概論(1)

　在宅看護援助論Ⅰ(1)

　在宅看護援助論Ⅱ(1)

成人看護学(4)

　成人看護学概論(1)

　成人看護援助論Ⅰ・Ⅱ・

　　　　　　Ⅲ　各(1)

老年看護学(3)

　老年看護学概論(1)

　老年看護援助論Ⅰ(1)

　老年看護援助論Ⅱ(1)

小児看護学(3)

　小児看護学概論(1)

　小児看護援助論Ⅰ(1)

　小児看護援助論Ⅱ(1)

母性看護学(3)

　母性看護学概論(1)

　母性看護援助論Ⅰ(1)

　母性看護援助論Ⅱ(1)

精神看護学(3)

　精神看護学概論(1)

　精神看護援助論Ⅰ(1)

　精神看護援助論Ⅱ(1)

(16)

護学(3)

護論(2)

護学(3)

護学(2)

護学(2)

護学(2)

護学(2)

臨地実習

　基礎看

　在宅看

　成人看

　老年看

　小児看

　母性看

　精神看

専門分野(25)

基礎看護学(7)

　看護学概論(1)

　基礎看護技術(4)

　臨床看護総論(2)

在宅看護論(3)

　在宅看護概論(1)

　在宅看護方法論(2)

成入看護学(3)

(1)成人看護概論

成人保健

成人臨床看護(2)

老年看護学(3)

(1)老年看護概論

老年保健

老年臨床看護(2)

(1)

小児看護学(3)

　小児看護概論

　小児保健

小児臨床看護(2)

母性看護学(3)

(1)母性看護概論

母性保健

母性臨床看護(2)

(1)

精神看護学(3)

　精神看護概論

　精神保健

精神臨床看護(2)

臨地実習(16)

　基礎看護学(3))

　在 宅看護学Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ(2)

　成 人看 護学(3)

　老年看護学Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ(2)

　小児看 護学Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ(2)

　母性看 護学(2)

　精神看 護学Ⅰ,Ⅱ(2)

専門分野(25)

　基礎看護学(7)

　　基礎看護学概論Ⅰ(1)

　　基礎看護学概論Ⅱ(1)

　　基礎看護学方法論Ⅰ(2)

　　基礎看護学方法論Ⅱ(1)

　　基礎看護学方法論Ⅲ(1)

　　基礎看護学方法論Ⅳ(1)

　在宅看護論(3)

　　在宅看護論概論(2)

　　在宅看護方法論(1)

　成人看護学(3)

　　成人看護学概論(1)

　　成人看護学方法論Ⅰ(1)

　　成人看護学方法論Ⅱ(1)

　老年看護学(3)

　　老年看護学概論(1)

　　老年看護学方法論Ⅰ(1)

　　老年看護学方法論Ⅱ(1)

　小児看護学(3)

　　小児看護学概論(1)

　　小児看護学方法論I(1)

　　小児看護学方法論Ⅱ(1)

　母性看護学(3)

　　母性看護学概論(1)

　　母性看護学方法論Ⅰ(1)

　　母性看護学方法論Ⅱ(1)

　精神看護学(3)

　　精神看護学概論(1)

　　精神看護学方法論Ⅰ(1)

　　精神看護学方法論Ⅱ(1)

臨地実習(16)(720時 間)

　基礎看護学(3)

　在宅看護論(2)

　成人看護学(3)

　老年看護学(2)

　小児看護学(2)

　母性看護学(2)

　精神看護学(2)

7

3

3

3

3

3

16

3

2

3

2

2

2

2

専門分野

基礎看護学

在宅看護論

成人看護学

老年看護学

小児看護学

母性看護学

精神看護学

臨地実習

　基礎看護学

　在宅看護論

　成人看護学

　老年看護学

　小児看護学

　母性看護学

　精神看護学

65(2175時 間)6771626362合　計
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立に対する医師会の関与が特徴的であり、青森県にも当

てはまる。

　医師会や病院付属の場合、医院・病院の財政基盤によっ

て看護師養成の財源が賄われるので、教育運営面での独

立性が保ちにくい。その上、准看養成や2年 課程は多 く

の場合、母体病院が入学者の所属する職場であ り、卒業

生の就職先にもなる。市立の場合で も財政基盤が市立病

院会計に依拠 している学校があった。市立が多い(5校

中3校)現 状の中、市の行財政改革の検討課題 となって

いる学校 もあり、設置主体の財政基盤に与える負担の大

きさを示 している。

　 また付属学校 と母体病院との関連は学生の就学条件 に

も影響する。2年 課程の学生は医院 ・病院に准看護師と

して勤務 し、職場の理解や人間関係等の問題を抱えなが

ら通学する上、夜勤や緊急時、欠席 ・遅刻せざるを得 な

い状況があること6)も 知 られている。

　五所川原高看の開設時、当時の教務主任が「市立病院付

属ではなく、独立の学院開設 を」と強 く要望 し、その尽力

があって市立高看が設立 された記録がある7)。病院付属

であることが学校経営の独立性や教育環境そ して学生の

就学条件へ影響することを示 している。

　全国的にみると2年 課程設立の背景には高校進学率の

上昇、また医療技術の進歩、疾病構造 の変化、高齢化の

中で看護に期待 される役割拡大があ り、看護の質向上 と

共に日本看護協会か ら高卒准看護師の待遇改善が問われ

るようになった8)こ と等 もあげられている。

2.学 生の動向について

　 1)入 学定員は20～50名(平 均38名)の 範囲であ り、

全国的に見た学校規模 は40-49名 が最多35.2%、 次いで

30-39名21.2%、50-59名19.3%、29名 以下12.1%9)で

あるので、青森県の2年 課程は全国的にみて大規模 とは

いえない。学校規模は大 きくないが数、学生定員が変化

無 く推移 している現状か ら、地域 医療の需要 と均衡 を

保っている状況 と見 られる。 しかし、近年の入学者の状

況は高校衛看の改組や廃止の影響 もあ り減少傾向であ

る。

　 2)学 生の背景が多様化 している。このことは従来か

ら指摘 されて きた10)が、准看免許を有 していること、就

労経験のあることに加 え、近年は年齢層、学歴、資格、

さらに志望動機等 が質的に変化 している。入学者の学歴

がほぼ100%高 卒であることに加え、短大や大学卒業者が

入学する割合が次第に増加 している。このことは全国的

な趨勢であ り、1991年 調査報告11)によると、短大 ・大卒

者の入学割合は3年 課程より准看養成所が最多である。

青森県の場合は准看養成所への大卒者入学が増え、その

関連で2年 課程の大卒者入学 も多い。大卒者は他の免許

や資格 を有する者19)もある。この背景には大卒者の就職

難の世相が反映 してお り、医療職の待遇が福祉 関連職種

より高いことや学費が低廉であることも2年 課程入学の

理由となっている。大卒者では男性 も多 く、年齢 も高 く

なり、結婚 し子 どもをもち、准看護師として就労 しなが

ら入学する学生 も増えている。就労 と学業 との両立困難

に加え、家庭や育児、更に女性の場合妊娠 ・出産等、家

庭 と学業の両立困難の問題 もある。その他 に基礎学力 ・

レディネスの差、就業経験の差、職業選択 ・目的意識の

差などは教育内容、到達 目標の設定に影響 をもたらして

いる。このことも2年 課程発足当初から指摘され、教育

方法の改善や工夫な どの取 り組みが行われて きた12-16)。

また、2年 課程定時制の問題 として、学業と就労や家庭

との両立が うまくいかず、学習不足や学業成績不振等か

ら留年や中退が多い。小笠原17)によれば、八戸高看に併

設 された定時制 〔夜間〕のコースが学生募集を停止 した

理由は、受験者減少の他に勤労学生であるための学業時

間不足、学力格差、学力不振で留年 ・退学が多 くなった

ためとされている。また、五所川原高看では中退者が50%

に達 したこともあ り、20年間の平均は22.9%と され18)、そ

の理由は家庭 ・仕事 と学業の両立困難である。弘前市医

師会高看についても、中退者が一時30%の 時期もあった

が20年 間の平均は11.2%で 理由は同様である19)。

　入学者の背景の多様化 は志望動機 の変化 にも認め ら

れ、インタビューから得られた学生の動向の一つは、看

護職志向より免許資格 をもつ ことによる経済的安定性志

向であった。大卒者の入学の増加傾向は就職難の世相が

反映 してお り、生活の安定、経済的理由が志望動機にな

ると考えられる。塩見20)の調査で も、2年 課程の学生は、

教育自体 を自己の能力育成に繋がると認識 しているが、

仕事の意味は 「経済的に楽になる」 と報告 されている。

　更に、今 回の教員へのインタビュー調査では、学歴が

殆 ど100%高 卒 となったことに伴い臨床経験のない学生

が多 くなったことが語られた。高校衛看の場合、卒業生

は高卒 と准看免許取得が同時に可能 となるため、指定規

則により、臨床経験が無 くとも2年 課程へ入学できる。

調査研究報告から2年 課程入学者の、准看養成卒 と高校

衛看卒の割合を調べると、准看養成卒が約65%、 高校衛

看卒が約35%21-22)である。 しか し近年、高校衛看の改組、

廃止が進み、2年 課程への入学者はほとんどが准看養成

卒になってきている。青森県内で も最大6校 あった高校

衛看が4校 募集停止、2校 が5年 一貫教育へ改組 した。

現在の県内では募集停止や改組になる前に高校衛看 を卒

業 し准看 として働いている者が2年 課程へ進学する可能

性はあるが、その人達は准看 として就労し臨床経験 を有

している。

　 2年 課程の制度がで きた当初、准看は養成所を卒業 し

就職 して臨床経験 を重ねるのが一般的であった。そ して
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臨床で働 く准看のために資質向上の目的で2年 課程の制

度ができたのである。その後、高校進学率の上昇や高校

衛生看護科設置そ して廃止 と変遷があ り、臨床経験 をも

たない学生の増加とい う変化が生 じている。臨床経験の

ない学生の割合 は他の調査 によ り68．4%23)、82.1%24〉と

されている。

　 臨床経験 を持たない学生の増加による影響 として、イ

ンタビューでは、卒業時の看護実践能力の低下が述べら

れていた。 しかし、准看 としての臨床経験 にはばらつき

があること25)や臨床経験はあって も看護が意識づけられ

ないでいることもあ り26)、また、科学的根拠に基づいた

実践になっていないことがある27)、准看生徒時代 に就業

した場合でも就業先の業務経験 には差異があ り技術習得

は一律に十分 とはいえないこと28)等が報告されてお り、

学生の臨床経験の有無と看護実践能力の関連性は根拠が

確か とはいえない。 また、先行研究29)によると、仕事 と

学業の両立 という苛酷な状況で勉学を続ける上で、臨床

経験を有する者より臨床経験のない学生は心身疲弊に陥

りやすい傾向が報告 されてお り、臨床経験の有無は困難

な状況に対処する能力に関連すると考えられる。いずれ

に して も近年の医療技術の高度化 ・複雑化に伴 う新卒看

護師の職場適応や看護実践能力の不足 は3年 課程にも指

摘 されている現状であ り、2年 課程だけの変化 とはいえ

ない。

3.教 育の動向について

　今 回調査 した結果、いずれの2年 課程 とも現行カ リ

キュラムは62単 位、2100時 間という指定規則の規定を満

たすものであった。基礎科 目、専門基礎科 目、専門科 目、

臨地実習 もすべて規定の単位数、時間数を遵守 した もの

であった。このような指定規則遵守の範囲での教育にお

いて、専門職 としての看護師養成の理念や教育改善の内

容は汲み取ることがで きなかった。2年 課程の学生は一

般的に、「看護過程」の理論 と実践の結びつきが希薄であ

り30)、アセスメン トにおける分析 的思考力が不十分 とさ

れ31)、准看護師としての臨床経験 を掘 り下げた形の教育

が必要とされている32)。この先の看護教育制度の動向を

考えると、大学教育として進展 している現状において、

看護実践能力、思考力 ・判断能力など専門職としての自

律性の基盤を育成す るために、教育の到達目標が専門職

としての高い能力 レベルをめざす ものとなっている趨勢

があり、看護師免許 を担保するために最低限度の基礎的

能力育成 を保証する指定規則の遵守だけでは、2年 課程

卒業生の専門職 としてのレベルに3年 課程 との格差 を生

じて くることが予想 される。

4.2年 課程が果た してきた役割・貢献

　卒業生の進路はほぼ100%地 元県内就職である。卒業生

の地元就職率が高いことからみて、2年 課程は地域医療

の推進にとって看護人材供給の面で貢献 してきたといえ

る。卒業生の地元就職志向には、地元地域医療の強い要

請により学校が開設 されていることや地元医療機関か ら

の入学者が多いこと等が影響 していると考えられる。

5.2年 課程の今後の課題と将来展望について

　 1)教 育環境 としての限界:開 設の経緯には地域医療

からの要請が強 く関わっていた。学校開設 ・運営 は地域

医療 にとって大きな負担 を伴い、結果的に教育環境(物

的 ・人的)の 上に限界 を生 じている。一例はカリキュラ

ムで、授業科 目・時間数が指定基準遵守の範囲内であ り、

高度化す る3年 課程 との格差 を生 じることが予想 され

る。

　 2)2年 課程存続の見通し:行 財政改革のため存続が

検討 されている学校 もあるが、医師会は地域医療の健全

性維持を理由に して准看養成を要望 してお り、准看の受

け皿として存続はかなり確実性をもっている。今後の准

看養成制度の動向が2年 課程存続の鍵になる。

　 3)入 学者確保の見通 し:県 内高校衛看4校 が廃止、

2校 が5年 一貫教育へ改組になり、2年 課程への入学者

が減少 した。大卒者や他資格保持者の入学が増えている

が減少数 と相殺する程ではな く、入学者確保が困難にな

ると予想される。

　 4)専 修学校への移行の可能性:生 涯学習の時代であ

り、3年 課程 との教育の機会 ・均等のためにも、卒業生

がキャリアアップの希望をもてるように、教育環境(物

的 ・人的)を 専修学校設置基準の条件に向けて整備すべ

きである。

Ⅵ.結 　論

　資料収集と教員へのインタビュー調査により青森県内

2年 課程看護師養成所の設立以降の経緯を探 り、その特

質と課題 ・将来展望 として以下のことを明 らかにした。

　青森県内2年 課程の特質

1.　 開設経緯には主に地域医療健全化 をめざす医師会

　と地域行政との必要性一致があった。

2.病 院付属 ・医師会付属の性格があり教育環境(物 的・

　人的)の 維持 ・発展に限界がある。

3.学 校規模は大 きいとはいえないが地域医療の看護人

　材需要 と均衡が保たれている。

4.入 学者の背景の多様性が質的に変化 してお り教育上

　の困難 さを増強 している。

5.就 労 と学業との両立に伴 う学業困難か ら中退者の比

　率が増大 している。

6.教 育の内容は指定規則の基準遵守の範囲に留 まって

　いる。

　青森県内2年 課程の課題 ・将来展望

1.高 度化する看護基礎教育の趨勢から、教育環境面で
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格差を拡大することが予想される。

2　 2年 課程存続は准看養成 との関連か ら確実視 され准

看養成の今後の推移が鍵 となる。

3　 入学者確保は高校衛看の廃止、准看養成所の減少傾

向等から困難になると予想される。

4　 専修学校への移行が望まれる。そのためには設置主

体側の認識の変化が必要である。

謝辞:調査 にご協力いただいた青森県内2年 課程養成所

　　　教員の皆様に感謝いたします。

　　　　　　　　　　　　(受理 日:平 成19年5月22日)
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